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【お問い合わせ先】 経営管理部

Tel:03-5295-7875
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2011年3月期

決算説明資料
2011年6月1日

東証1部 証券ｺｰﾄﾞ：9616



2

東日本大震災に被災された皆様へ東日本大震災に被災された皆様へ

このたびの東日本大震災に被災された皆様に

心よりお見舞い申し上げます。

被災地の一日も早い復興を心よりお祈り申し

上げます。
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2011年3月期 決算概要2011年3月期 決算概要
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（単位：百万円、円、％）

東日本大震災による影響概要東日本大震災による影響概要東日本大震災による影響概要

（単位：百万円、円、％）

売上高

営業利益

特別利益

特別損失

当期純利益

経常利益

ＥＰＳ

ＤＰＳ

内1株当り期末配当金

10/3期

実績

84,513

4,033

147

443

1,254

3,012

87.33 

38

19

従来予想

11月8日

公表

88,400

5,300

－

800

1,500

4,000

104.42 

38

19

配当性向 43.5 36.4

震災前

落着予測

85,919

5,375

761

1,370

1,414

4,073

98.48 

38

19

38.6

前期比

増減率

（％）

1.7

33.3

416.0

208.8

12.8

35.2

予想比

増減率

（％）

▲2.8

1.4

－

71.3

▲5.7

1.8

震災要因

▲936

▲765

－

111

▲362

▲765

▲25.19 

11/3期

実績

84,983

4,610

761

1,481

1,052

3,308

73.29 

38

19

前期比

増減率

（％）

0.6

14.3

416.0

233.9

▲16.1

9.8

▲3.9

▲13.0

－

85.2

▲29.8

▲17.3

寮

リゾートホテル

災害による損失

震災影響額計

ビジネスホテル

東北６県からの申込減少による入館費売上等の減少

留学生のｷｬﾝｾﾙによる入館費売上等の減少

特別損失（修繕費等）

3/11～31予約ｷｬﾝｾﾙ及び宿泊減少

▲60

▲20

▲700

ー

▲936

▲156

▲60

▲20

▲560

ー

▲765

▲125

▲60

▲20

▲560

ー

▲765

▲125

▲25

▲8

▲231

▲46

▲362

▲52

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

２０１１年３月期

51.8

3/11～31予約ｷｬﾝｾﾙ及び宿泊減少

予想比

増減率

（％）
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２０１１年３月期 業績概要２０１１年３月期２０１１年３月期 業績概要業績概要

（単位：百万円、％）

売上高

売上総利益

2011年3月期 実績

営業利益

経常利益

当期純利益

2010年3月期実績

販管費

設備投資額

減価償却費

ＣＦ

※ＣＦ：当期純利益＋減価償却費

金額
百分比

前期比
増減額

84,983

15,408

4,610

3,308

1,052

100.0

18.1

5.4

3.9

1.2

470

1,451

577

296

▲202

10,797 12.7 874

3,037

4,278

▲10,166

210

5,330 8

金額
百分比

84,513

13,957

4,033

3,012

1,254

100.0

16.5

4.8

3.6

1.5

9,923 11.7

13,203

4,068

5,322

前期比
増減率
（％）

0.6

10.4

8.8

14.3

9.8

▲16.1

▲77.0

5.2

0.2
資産除去債務696百万円

災害損失111百万円

(Ａ) (Ｂ) (C) = (B-A) (C)/(A)×100
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寮事業

ホテル事業

その他事業

38,188

26,898

38,599

30,275

26,55529,234

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

10/3期 11/3期

+411

（+1.1％）

+3,377

（+12.6%）

▲2,679

（▲9.2%）

単位：百万円

（セグメント間取引を含む）

売上高 前年同期比差異売上高売上高 前年同期比差異前年同期比差異

増減要因

寮 事 業 ：寮事業構造改革ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる契約数の増加

ホテル事業：既存ﾎﾃﾙが堅調に推移し、新規ｵｰﾌﾟﾝﾎﾃﾙが売上高が大幅増に寄与

その他 ：ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ事業の開発計画の厳選化に伴い売上高が減少

（注）当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を適用しています。10/3期の業績は、
これらの基準が適用されていたと仮定して算出した数値を掲載しています（以降、同じ）。



5,024

▲ 346

698 165

5,842

336

▲ 500

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

7

+ 682  + 682  

10/3期 11/3期

寮事業 ホテル事業 その他事業

10/3期 11/3期 10/3期 11/3期

単位：百万円

営業利益 前年同期比差異営業利益営業利益 前年同期比差異前年同期比差異

+ 818  + 818  

（セグメント間取引を含む）

▲533  ▲533  
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▲ 346

▲ 400

▲ 300

▲ 200

▲ 100

0

100

200

300

400

10/3期 11/3期

増減要因
（増益要因）
①販促費などコスト削減（+600百万円）
②複数年契約、ﾄﾞﾐｰﾙｷｬﾝﾍﾟｰﾝ（+266百万円）
③ 3月入寮の増加による影響（+242百万円）

（減益要因）
①新規寮オープンなどコスト増（▲200百万円）
②留学生の制度契約の期ｽﾞﾚ（▲90百万円）

寮事業

ホテル事業

増減要因
①ビジネス（+482百万円）

既存事業所 稼働率78.0％（▲1.5％）
単価7,237円（+50円）

既存事業所の利益改善（+202百万円）
開業負担の減少（+323百万円）

②リゾート（+200百万円）
既存事業所 稼働率72.1％（+4.4％）

単価15,761円（▲677円）
既存事業所の利益改善（+100百万）
開業負担の減少（+123百万円）

単位：百万円

単位：百万円

¥

セグメント別営業利益 前年同期比差異分析セグメント別営業利益セグメント別営業利益 前年同期比差異分析前年同期比差異分析

5,024

5,842

600

266

242
200

90

4,000

5,000

6,000

7,000

10/3期 11/3期

336

482

200
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セグメント別営業利益 前年同期比差異分析セグメント別営業利益セグメント別営業利益 前年同期比差異分析前年同期比差異分析

その他事業
単位：百万円

698

165

188

140

212

9

0

400

800

10/3期 11/3期

増減要因
①総合ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業（+9百万円）
賃貸ﾋﾞﾙ事業の稼動率回復
受託施設の解約及び値下げ増

②ﾌｰｽﾞ事業（▲212百万円）
開業費用負担増

③ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ事業（▲140百万円）
自社開発物件の減少

④その他事業（▲188百万円）
ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社統廃合
及びｼﾆｱ開業費負担増
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今期業績予想今期業績予想
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東日本大震災による影響概要東日本大震災による影響概要東日本大震災による影響概要

（単位：百万円、円、％）

売上高

営業利益

特別利益

特別損失

当期純利益

経常利益

ＥＰＳ

ＤＰＳ

内1株当り期末配当金

11/3期

前期実績

84,983

4,610

761

1,481

1,052

3,308

73.29 

38

19

震災なし

予算

93,900

5,880

0

52

1,855

4,530

129.17 

38

19

配当性向 51.8 29.4

前期比

増減率

（％）

10.5

27.5

－

－

76.4

36.9

震災要因

見込み

▲1,900

▲1,030

－

－

▲425

▲1,030

▲29.62

12/3期

予想

92,000

4,850

0

52

1,430

3,500

99.55

38

19

前期比

増減率

（％）

8.3

5.2

－

－

35.8

5.8

寮

リゾートホテル

震災影響額計

東北６県からの申込減少による入館費売上等の減少

留学生のｷｬﾝｾﾙによる入館費売上等の減少

▲360

▲40
▲1,500

▲1,900

▲187

▲21
▲822

▲1,030

▲187

▲21
▲822

▲1,030

▲77

▲9
▲340

▲425

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

２０１２年３月期（予）

38.2

3/11～31予約ｷｬﾝｾﾙ及び宿泊見込減少

26.26

12/3期予想（前期比増減率）

設備投資額 4,700 （ 54.8％）

減価償却費 3,602 （▲15.8％※）

※資産売却影響

12/3期予想（前期比増減率）

設備投資額 4,700 （ 54.8％）

減価償却費 3,602 （▲15.8％※）

※資産売却影響



3,580
4,059

4,411
4,823

3,787
4,167

4,510

3,012

3,500

3,308
3,884

0

2,000

4,000

6,000

02/3期 03/3期 04/3期 05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期予

12
経常利益 震災の影響を除いた経常利益

単位：百万円

震災に伴う影響
７６５百万円

震災に伴う影響
１，０３０百万円

４，０７３

４，５３０

東日本大震災による影響概要東日本大震災による影響概要東日本大震災による影響概要
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売上高予想 前年同期比差異売上高予想売上高予想 前年同期比差異前年同期比差異

寮事業

ホテル事業

その他事業

38,188 39,889

26,898
31,792

29,986

38,599

30,275

26,55529,234

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

10/3期 11/3期 12/3期（予）

+1,290

（+3.3％）

+1,517

（+5.0%）

+3,431

（12.9%）

増減要因

寮 事 業 ：期初稼働率の大幅改善による売上増

ホテル事業：既存ﾎﾃﾙの穏やかな回復とともに、新規ｵｰﾌﾟﾝﾎﾃﾙが売上増に寄与

そ の 他 ：総合ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの組織体制強化と新規事業（PKP)による売上増

単位：百万円

（セグメント間取引を含む）
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5,024

6,135

698
165 454

▲ 346

5,842

387

336

▲ 500

1,000

2,500

4,000

5,500

7,000
+293+293

寮事業 ホテル事業 その他事業

+51  +51  +289   +289   

10/3期 11/3期 12/3期（予） 10/3期 11/3期 12/3期（予） 10/3期 11/3期 12/3期（予）

単位：百万円

営業利益

営業利益予想 前年同期比差異営業利益予想営業利益予想 前年同期比差異前年同期比差異
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セグメント別営業利益予想 前年同期比差異分析セグメント別営業利益予想セグメント別営業利益予想 前年同期比差異分析前年同期比差異分析

増減要因
（増益要因）
①稼動増加よる限界利益増（＋840百万円）

（稼動室数＋1,263室、稼働率2.4Ｐ改善）
②コスト削減（＋42百万円）

（減益要因）
①8物件売却による費用増（▲280百万円）
②新棟に伴う固定費負担増(▲229百万円）
③学生入館費期ズレ （▲80百万円）

寮事業
単位：百万円

5,842

840
42▲280

▲229

▲80

6,135

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

11/3
期

12/3
期予

92.9
97.095.3

92.9

90

95

100

10/3期 11/3期 12/3期 13/3期（予）

（単位：％） 期初稼働率

7,713 7,694 7,716

18,66817,334 17,724

4,1833,836 3,886

0

10,000

20,000

30,000

40,000

10/3期 11/3期 12/3期

学生寮 社員寮 ドミール

【稼働率改善】
■営業強化による空室削減

・新規提携校への営業強化
・複数年契約の推進
・ドミール販促キャンペーン

■解約・転用による不稼動寮の梃入れ
・解約：7棟、429室
・転用：7棟、593室

【コスト削減】
■エコ推進による水道光熱費等の削減
■発注方法の見直しによる外部用益費の削減

寮事業における構造改革の取り組み

期初稼働室数
（単位：室）

30,567（＋1,263）
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セグメント別営業利益予想 前年同期比差異分析セグメント別営業利益予想セグメント別営業利益予想 前年同期比差異分析前年同期比差異分析

ホテル事業
増減要因

①ビジネス（+423百万円）
既存事業所の利益改善（+103百万円）
開業負担の減少（+358百万円）
震災による影響は軽微

＜前提条件＞
稼働率 77.8％（前年比+1.0％）
客数 2,644千名（前年比+200千名）
客単価 5,835円（前年比▲60円）

②リゾート（▲371百万円）
既存事業所の利益減少（▲264百万円）
開業負担の減少（+39百万円）
営業体制強化（▲140百万円）

＜前提条件＞
稼働率 67.4％（前年比▲3.4％）
客数 1,008千名（前年比+9千名）
客単価 16,463円（前年比+345円）

単位：百万円

423

371
387

200

300

400

500

600

700

800

11/3期 12/3期予

336



1717

既存事業所指標（ビジネスホテル）既存事業所指標（ビジネスホテル）既存事業所指標（ビジネスホテル）

前年同月比

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 5/25迄

売 上 高 95.4% 96.9% 98.7% 103.9% 100.6% 95.3% 100.8% 97.6% 97.8% 99.3% 108.5% 88.5% 100.8% 102.7%

客 数 95.6% 94.2% 97.9% 101.1% 100.1% 93.0% 98.4% 94.3% 92.9% 98.3% 111.0% 93.2% 106.4% 105.0%

客 単 価 99.8% 102.9% 100.9% 102.8% 100.5% 102.5% 102.4% 103.4% 105.2% 101.0% 97.8% 94.9% 94.8% 97.8%

稼 働 率 95.7% 95.1% 97.9% 100.9% 99.2% 96.1% 97.0% 95.4% 92.2% 98.9% 111.5% 99.0% 109.2% 106.7%

2011年３月期 2012年３月期

速報ベース
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既存事業所指標（リゾートホテル）既存事業所指標（リゾートホテル）既存事業所指標（リゾートホテル）

前年同月比

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 5/25迄

売 上 高 106.8% 102.7% 104.8% 101.2% 102.6% 98.7% 106.5% 102.6% 105.3% 107.2% 104.7% 70.3% 84.8% 104.5%

客 数 109.5% 106.1% 108.7% 103.7% 110.0% 106.5% 111.6% 105.6% 109.7% 112.8% 106.6% 74.0% 85.3% 104.1%

客 単 価 97.5% 96.8% 96.4% 97.6% 93.3% 92.6% 95.4% 97.2% 96.1% 95.0% 98.2% 95.1% 99.4% 100.4%

稼 働 率 112.5% 109.9% 112.0% 106.4% 108.8% 106.6% 110.3% 108.0% 108.3% 114.4% 109.3% 78.0% 85.8% 101.6%

速報ベース

2011年３月期 2012年３月期
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セグメント別営業利益予想 前年同期比差異分析セグメント別営業利益予想セグメント別営業利益予想 前年同期比差異分析前年同期比差異分析

その他事業

増減要因
①総合ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業（+215万円）
賃貸ﾋﾞﾙ事業の回復傾向
組織体制変更に伴う営業強化

②ﾌｰｽﾞ事業（+63百万円）
新規受注と収益構造の改善

③ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ事業（+104百万円）
分譲ﾏﾝｼｮﾝの開発

④その他事業（▲93百万円）
IT人材派遣業の稼動回復
新規事業（PKP）の新設

単位：百万円

165

454215

63

104

93

100

200

300

400

500

600

11/3期 12/3期予
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新規事業新規事業



◆海外展開に向けた取り組み

・2011年6月中 韓国における海外現地法人設立予定

・2012年度中 海外1店舗目を開業予定（ソウル市内）

◆収支計画（5ヶ年）

・事業スキームについて

「賃貸借契約」及び「マネジメント契約」での展開を想定

ドーミーインの海外展開 ①ドーミーインの海外展開ドーミーインの海外展開 ①①

単位：百万円
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◆背景

・アジア圏の経済成長によるニーズの沸騰

・アジアＮｏ.１ ブランド「ド－ミーイン」への期待

・国内外でのブランド力の更なる向上

◆アジア圏の市場規模比較

ドーミーインの海外展開 ②ドーミーインの海外展開ドーミーインの海外展開 ②②

ドーミーインの海外展開！ドーミーインの海外展開！

～「お世話するこころ」のグローバル化～

国名 日本 韓国 台湾 マレーシア ベトナム タイ モンゴル

首都 東京 ソウル 台北 クアラルンプール ハノイ バンコク ウランバートル

2010年名目GDP
（10億USドル）

5,458.87 1,007.08 430.58 237.96 103.57 318.85 6.13

世界ランキング 3位 15位 24位 37位 59位 30位 138位

人口 127百万人 48百万人 23百万人 27百万人 88百万人 67百万人 2百万人

世界ランキング 10位 26位 50位 45位 13位 19位 138位

2010年
邦人海外渡航者数

－ 3,023千人 1,080千人 415千人 442千人 984千人 データなし

 出典：名目ＧＤＰ～IMF - World Economic Outlook(2011年4月版)
出典：人口～国際連合経済社会局人口部「世界の人口推移2008年度版」
出典：邦人海外渡航者数～法務省・日本政府観光局（ＪＩＮＴＯ）

市場規模、成長性、日系企業の動向等を総合的に
勘案し、韓国を第一の出店候補とする。

市場規模、成長性、日系企業の動向等を総合的に
勘案し、韓国を第一の出店候補とする。

※
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新規事業 PKP事業本部（公民連携） ①新規事業新規事業 PKPPKP事業本部（公民連携）事業本部（公民連携） ①①

車両運行管理：車
両の運行、維持管
理、システムの設
計を受託

施設運営管理：施
設管理業務や窓
口関連業務等の
ｻｰﾋﾞｽ業務を受託

地域活性化支援：地
域振興事業や観光
活性化、公的資産の
整備等を受託

ＰＫＰ事業：Public(自治体）－Kyoritsu（当社）－Partnership（連携）

行財政改革を推進する地方自治体業務を当社が包括請負することで、

地方財政負担の軽減と住民ｻｰﾋﾞｽの向上を図り、社会の発展に寄与いたします。

事業内容 包括委託とは・・・

包括委託のﾒﾘｯﾄ

①本庁部門の人件費の圧縮が実現

②住民ｻｰﾋﾞｽの向上により行政へ信頼度がＵＰ

③行政のリスク回避と社会的責任が補完

④地域活性化プランへの支援・取り組みが可能

北海道：38ヵ所

東北：7ヵ所

北関東：6ヵ所

中越北陸：14ヵ所

東海：3ヵ所

中国四国：5ヶ所

合計 73ヶ所

実績 （2011年4月現在）

収支計画
単位：百万円
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新規事業 PKP事業本部（公民連携） ②新規事業新規事業 PKPPKP事業本部（公民連携）事業本部（公民連携） ②②

◆新聞記事のご紹介

平成22年11月30日付 北國新聞

平成23年4月6日付 伊豆新聞
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財政状態財政状態
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（ ）は11/3期末の事業所数

物件売却の取り組み（契約ベース）物件売却の取り組み（契約ベース）物件売却の取り組み（契約ベース）

寮（全４１２事業所）
前期売却物件

・ドーミー芦屋

他７事業所 計 ８事業所（売買価格 約８２億円）

ビジネスホテル（全４２事業所）

前期売却物件

・ドーミーイン新潟

他１事業所

リゾートホテル（全１７事業所）
前期売却物件

・草津 季の庭 木の葉

他１事業所

計 ２事業所（売買価格 約３９億円）

計 ２事業所（売買価格 約１９億円）

計約１４０億円
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30,098 29,461

3,848 3,785

82,159

71,285

6 ,628

6 ,096

3 ,882

2 ,832

12,594

27,855

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

10/3期末 11/3期末

投資その他の資産等

無形固定資産

有形固定資産

その他流動資産
売上債権

現預金

（単位：百万円）

139,209 141,314

有利子負債＝短期借入金＋１年以内償還社債＋社債＋長期借入金

29,753 30,166

14,533

11,932 10,975

83,031

3,846

13,202

80,476

2,609

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

10/3期末 11/3期末

139,209 141,314

純資産

その他負債

有利子負債

仕入債務

前受金

貸借対照表貸借対照表貸借対照表
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14,400 19,385
7,745

33,055
41,264

45,701

3,181

1,890 11,640

17,937 17,945

17,497

0

20,000

40,000

60,000

80,000

09/3期末 10/3期末 11/3期末

社債 長期借入金 1年内償還予定の社債 短期借入金

56,068
67,882 55,176

1.9
2.3

1.8

0

20,000

40,000

60,000

80,000

09/3期末 10/3期末 11/3期末

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

有利子負債（ネット） D/Eレシオ

（単位：百万円） （単位：倍）

D/Eレシオ＝（有利子負債－現預金）÷純資産

有利子負債（ネット）及びD/Eレシオ

有利子負債の内訳
（単位：百万円）

有利子負債の推移有利子負債の推移有利子負債の推移
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▲ 13,267
▲ 11,242

▲ 13,203

2,927 3,695 4,068 4,278

2,740 2,133 1,254 1,052

▲ 3,037
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（単位：百万円）

減価償却費

設備投資

08/3期 09/3期 10/3期 11/3期

▲ 7,600 ▲ 5,414
▲ 7,881

2,293

-15,000

-10,000

-5,000

0

5,000

08/3期 09/3期 10/3期 11/3期

フリーキャッシュフローが黒字化フリーキャッシュフローが黒字化

フリーキャッシュフローの推移フリーキャッシュフローの推移フリーキャッシュフローの推移
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経常キャッシュフローの推移経常キャッシュフローの推移経常キャッシュフローの推移

（単位：億円） （単位：％）
経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの継続的な成長を堅持経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの継続的な成長を堅持

＊経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ、売上高は、会計方針の変更、震災等の特殊要因影響を除いた補正数値
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ネット有利子負債の推移ネット有利子負債の推移ネット有利子負債の推移

ネット有利子負債はピークアウトネット有利子負債はピークアウト

＊営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰは、会計方針の変更、震災等の特殊要因影響を除いた補正数値
＊本項において、ネット有利子負債に長期リース債務を含む

（単位：億円） （単位：％）
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本資料の内容に関しては、万全を期しておりますが、その内容の正確性、確実性、妥
当性及び公正性を保証するものではありません。本資料に記載された意見や予測など
は資料作成時点での弊社の判断であり、様々な要因の変化により、実際の業績や結果
とは大きく異なる可能性があることを御承知おき下さい。また、予告なしに内容が変
更又は廃止される場合がございます。


